別紙１（河内長野市公の施設の指定管理者指定申請書）

様式第1号(第3条関係)

河内長野市公の施設の指定管理者指定申請書
　　年　　月　　日
　　（宛先）河内長野市長
所在地　　　　　　　　　　　
申請者　団体名　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　の指定管理者の指定を受けたいので、事業計画書等を添えて申請いたします。

別紙２（共同事業体協定書兼委任状）
　　年　　月　　日
共同事業体協定書兼委任状

（宛先）河内長野市長

共同事業体の名称

代表者　所在地

商号又は名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　印
　河内長野市立林業総合センターの指定管理者に応募するために、募集要項に基づき、共同事業体を結成し、河内長野市との間における下記事項に関する権限を代表者に委任して申請します。

　なお、指定管理者に指定された場合は、各構成団体は本施設の指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴う当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

	共同事業体名
	

	共同事業体

事務所所在地
	

	共同事業体の代表者

（受任者）
	＜代表団体＞

所在地

商号又は名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	共同事業体の構成団体

（委任者）
	＜構成団体＞

所在地

商号又は名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	＜構成団体＞

所在地

商号又は名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	共同事業体の成立、解散の時期及び委任期間
	　　 年　 月 　日から当該指定管理者の指定終了後３か月を経過する日まで。ただし、当共同事業体が上記件名の指定管理者とならなかった場合は、直ちに解散します。また、当共同事業体の構成団体の脱退又は除名については、事前に河内長野市の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	委任事項
	１ 指定管理者の指定の申請に関する件

２ 協定締結に関する件

３ 経費の請求受領に関する件

４ 契約に関する件

	その他
	１ 本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡いたしません。

２ この協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議することとします。


※１　共同事業体による応募を行う場合のみ提出してください。

※２　記入欄が足りない場合は、欄を追加して使用してください。
別紙３（共同事業体構成団体一覧表）
　　年　　月　　日
共同事業体構成団体一覧表

共同事業体名：











	代表団体
	団体名

（商号または名称）
	

	
	担当者
	氏名

部署

連絡先（TEL）　　　　　　　　（FAX）

	
	本事業における団体の役割
	

	構成団体
	団体名

（商号または名称）
	

	
	担当者
	氏名

部署

連絡先（TEL）　　　　　　　　（FAX）

	
	本事業における団体の役割
	

	構成団体
	団体名

（商号または名称）
	

	
	担当者
	氏名

部署

連絡先（TEL）　　　　　　　　（FAX）

	
	本事業における団体の役割
	

	構成団体
	団体名

（商号または名称）
	

	
	担当者
	氏名

部署

連絡先（TEL）　　　　　　　　（FAX）

	
	本事業における団体の役割
	


※１　共同事業体による応募を行う場合のみ提出してください。

※２　記入欄が足りない場合は、欄を追加して使用してください。
別紙４（申請者の団体の設立趣旨、組織及び運営に関する事項の概要がわかる書類（参考書式））
申請者の団体の設立趣旨、組織及び運営に関する事項の概要書

	法人等の名称
	

	所在地　
	〒

	代表者氏名
	

	設立年月日
	

	資本金（千円）
	

	従業員数
	

	主な業務内容
	

	アピールポイント

（有資格者、関連実績、ISO等）
	


※パンフレットや実績紹介など必要な書類は添付できる。

	決算年次
	
	
	

	資産総額
	
	
	

	売上高
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期利益
	
	
	

	経常収支比率
	
	
	

	
	経常収益
	
	
	

	
	経常費用
	
	
	


※経常収支比率＝経常収益（営業収益＋営業外収益）÷経常費用（営業費用＋営業外費用）×100

	役職名
	氏名（ふりがな）
	生年月日
	男女の別
	住所

	代表者
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※本様式については、適宜行を増やしてください。

別紙５（事業計画書）
事業計画書
※募集要項と仕様書を踏まえ、特に、募集要項の「５　提案を求める内容」を重視して、指定期間中の事業計画書を作成すること。
※各項目については、適宜枠を広げて記入することができる。また、事業計画を補足するために必要な資料は添付できる。その際は、事業計画の項目番号との対応関係を明記すること。
１．林業総合センター事業
	林業の振興

	


	林業従事者への支援

	


	森林ＥＳＤ（森林環境教育）の推進

	


	本センターの利用者を増やす効果的な取り組み

	


	情報発信・集客・交流

	


	おおさか河内材の販売促進・林産物の普及

	


	大阪府立花の文化園等周辺施設との連携、市内産業との連携など、地域の特性を活かした林業活性化等の提案

	


	類似施設の運営実績（該当があれば記入）

	


２．自主事業
	


３．管理運営の基本事項
	


４．管理運営体制
（１）業務従事者の資格、経歴等

	区分
	職員・アルバイトの別
	氏名
	年齢
	性別
	資格・経歴等

	統括責任者
	
	
	
	
	

	副責任者
	
	
	
	
	

	事務室職員Ａ
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	※全職員を記入し、同じ職種・職名については、「事務室職員Ａ」や「事務室職員Ｂ」等の表記により区別すること。

※業務従事者の氏名について、申請時に未定の場合は、想定される年齢や性別を記入し、氏名欄は「未　定」としてください。


（２）業務従事者の配置計画

	区分
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日

	統括責任者
	
	
	
	
	
	
	

	副責任者
	
	
	
	
	
	
	

	事務室職員Ａ
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	※全職員を記入し、同じ職種・職名については、「事務室職員Ａ」や「事務室職員Ｂ」等の表記により区別すること。

※交代制の場合は、「早出（〇時間勤務）」、「遅出（△時間勤務）」のように記入すること。
※開館前の準備時間及び閉館後の後片付けの時間も考慮すること。


（３）業務の委託計画
	区分
	委託業者

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	※委託する業務のみ記入すること。
	※委託業者が内定していれば業者名を、未定であれ　ば「未定」と記入すること。


※本様式については、必要に応じ、適宜行を増やしてください。

（４）市内での雇用創出計画

	


５．経費の縮減（収支計画・収益の改善・本市の負担額）
	


６．平等利用の確保
	


別紙６（収支計画書及び収支計画書積算内訳書）
収支計画書及び収支計画書積算内訳書（令和　　年度）
（１）支出

	項　目　区　分
	積算金額（円／年）
	内　　　容

	（１）人件費
	
	

	　　　職員基本給
	
	

	　　　職員諸手当
	
	

	　　　法定福利費
	
	

	
	小計
	

	（２）施設運営費
	
	

	　　　広告宣伝費
	
	

	　　　事務消耗品費
	
	

	　　　機械点検・修理費
	
	

	　　　通信費
	
	

	　　　リース料
	
	

	　　　保険料
	
	

	
	小計
	

	（３）施設維持管理費
	
	

	　　　施設内清掃費
	
	

	　　　緑地管理費
	
	

	　　　機械警備費
	
	

	　　　施設修繕費
	
	

	　　　各種点検費
	
	

	
	小計
	

	（４）センター活用運営事業費
	
	

	（５）光熱水費
	
	

	
	
	

	合　　　　　計
	
	


※センター活用運営事業費は、本施設の趣旨を踏まえた事業を申請者が提案し、それにかかる事業費を想定。

（２）収入

	項　目　区　分
	積算金額（円／年）
	内　　　容

	（１）施設利用料収入
	
	

	　　　大・小会議室利用料
	
	

	　　　多目的実技実習室利用料
	
	

	
	小計
	

	（２）市指定管理料
	
	

	（３）その他の収入（自主事業による事業収入等）
	
	

	合　　　　　計
	
	


※１　すべての項目について、積算の根拠を明記すること。

※２　指定期間中の年度ごと（令和９年度～令和１３年度）の収支計画の見込みを記入すること。

※３　提案する内容により、追加すべき項目があれば、適宜追加すること。

※４　消費税等については、含んで計算すること。

（３）収支差引

	支出合計
	

	収入合計
	

	差　　引
	


（４）指定管理料の提案額

	指定管理料の提案額
	


（５）令和９年度～令和１３年度の合計額（※令和９年度の用紙にのみ記入）
	指定管理料の提案額
	


別紙７（欠格事由に該当しない旨の宣誓書）
欠格事由に該当しない旨の宣誓書
　　年　　月　　日

（宛先）河内長野市長

所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
代表者

　当団体は、河内長野市公の施設（河内長野市立林業総合センター）の指定管理者指定申請に際して、下記に規定する欠格事由に該当しないことを宣誓します。また、当該申請において提出する書類に記載された個人情報は、河内長野市暴力団排除条例（平成２６年条例第２２号）に基づき、警察への照会に使用することに了承します。
記

＜欠格事由＞

ア．地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項に該当する民間企業等
イ．河内長野市（以下「本市」という。）から指名停止措置を受けている民間企業等
ウ．国税、都道府県税又は市町村税を滞納している民間企業等
エ．労働保険（雇用保険・労災保険）又は社会保険（健康保険・厚生年金）に加入していない民間企業等
オ．金融機関の取引停止処分を受けている民間企業等
カ．代表者が破産者で復権を得ていない民間企業等又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）若しくは民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく手続開始の申立がされている民間企業等
キ．本市から地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受け、取消しの日から１年を経過しない民間企業等
ク．地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９２条の２、第１４２条（同条を準用する場合を含
む）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触する民間企業等（いわゆる兼業禁止規定を準用）
ケ．代表者が成年被後見人又は被保佐人若しくは未成年者である民間企業等

コ．代表者が拘禁刑（懲役及び禁錮を含む。）に処せられその執行が終わらない者又は執行猶予期間中の者である民間企業等
サ．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）が団体の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準ずべき者及び支配人（以下「役員等」という。）となっている民間企業等、河内長野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１５年河内長野市条例第２８号、以下「手続き条例」という。）第３条第２項各号の暴力団等排除に関連する条項に該当すると認めるとき
シ．本市の提案協議の手続きにおいて、その公正な手続きを妨げた者又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合した民間企業等

別紙８（指定管理者指定申請書等記載事項変更届）
指定管理者指定申請書等記載事項変更届

　　年　　月　　日

（宛先）河内長野市長
（申請者）　　　　　　　　　　　　　　

所在地（住所）　　　　　　　　　　　　

　　団体名称　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　

下記のとおり変更したので届け出ます。

記

	届出事項
	変更前
	変更後
	変更年月日
	備考

	
	
	
	
	


※１　人名変更の場合は、フリガナを記入すること。

　２　変更内容を証明できる書類を添付すること。
別紙９（質問票）

質　問　票

　　年　　月　　日提出

	団体名
	

	担当者名
	

	連絡先
	電　話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ-mail
	


河内長野市立林業総合センターの募集要項等について、下記のとおり質問します。

	番号
	質　問　事　項
	質　　問　　内　　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※１　「質問事項」欄には募集要項等の項目名を記入してください。

※２　質問が複数ある場合は、番号を付けてください。枚数を追加していただいても構いません。
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